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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、今般、平成21年３月期第３四半期以降に提出した有価証券報告書及び四半期報告書において訂正を要すると

考えられる事項があると前会計監査人より指摘を受け、事実確認の結果、次の事項が判明したため、過去における会計

処理等を訂正すべきであると判断いたしました。

　これは、平成21年３月期第３四半期及び平成24年３月期における、当社のデジタルコンテンツ事業に係る固定資産の

減損損失を計上しておりますが、当該減損損失額の測定に使用する割引率が実効税率を加味しない税引後の数値と

なっておりました。これに関して、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針(企業会計基準適用指針第６号)」に基づき、使用価値の算定に際しては税引前の割引率を用いる必要があるとの指

摘を受けたことにより訂正の必要性を認識いたしました。今回の訂正にあたり、平成21年３月期第３四半期における減

損損失の測定全般を見直し再計算した結果、減損損失の金額が訂正前より増加し、平成24年３月期における減損損失の

計上は不要となりました。　

　上記により当社が平成24年２月14日に提出しました第26期第３四半期（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31

日）四半期報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規

定に基づき四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　訂正後の四半期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人によって四半期レビューを受けており、その四半期レ

ビュー報告書を添付しております。

　

　

２【訂正事項】
　　第一部　企業情報 

　　　第１　企業の概況

　　　　１　主要な経営指標等の推移

　　　第２　事業の状況

　　　　３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　　　第４　経理の状況

　　　　１　四半期財務諸表

　　　四半期レビュー報告書　

　

　

　

３【訂正箇所】
　　訂正箇所は＿を付して表示しております。 

　　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第３四半期

連結累計期間

第26期

第３四半期

累計期間

第25期

前事業年度　

会計期間
自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日

至 平成23年12月31日

自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日

売上高　　　　　　　　　(千円) 1,917,957 1,698,569 2,420,164

経常損失(△)　　　　　　(千円) △137,427 △91,090 △234,630

四半期(当期)純損失(△)　(千円) △138,740 △78,818 △337,886

持分法を適用した場合の

投資利益　　　　　　　　(千円)
－ － －

資本金　　　　　　　　　(千円) 984,508 984,508 984,508

発行済株式総数　　　　　(千株) 20,256 20,256 20,256

純資産額　　　　　　　　(千円) 356,265 84,292 163,111

総資産額　　　　　　　　(千円) 2,282,818 2,111,169 2,257,242

１株当たり四半期(当期)

純損失金額(△)　　　　　　(円)
△6.85 △3.89 △16.68

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額　　(円)
－ － －

１株当たり配当額　　　　　(円) － － －

自己資本比率　　　　　　　(％) 15.5 3.9 7.1

　　

回次
第25期

第３四半期

連結会計期間

第26期

第３四半期

会計期間

会計期間
自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

自平成23年10月１日

至平成23年12月31日

１株当たり四半期純損失金

額(△)　　　　　　　　　（円）
△0.33 △2.24

（注）１．当社は平成23年８月24日付で連結子会社株式を売却したことにより、第26期第３四半期会計期間末に連

結子会社が存在しないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。また、第25期第３四半期連結累計

期間は四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期累計期間に代えて前第３四半期連結累計期

間について記載しております。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当た

り四半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　

　また、当第３四半期累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、次の

とおりであります。

＜デジタルコンテンツ事業＞

  主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

＜E・COOL事業／その他事業＞

  平成23年８月に、既存事業の業務効率化を図る目的として、当社の連結子会社であった２社（株式会社グリーン

テック、OPTROM(HONG KONG)INTERNATIONAL LIMITED）の全株式の売却を実施致しました。

　これに伴い、当社の連結子会社であった２社（株式会社グリーンテック、OPTROM(HONG KONG)INTERNATIONAL

LIMITED）が当社の連結範囲から除外されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、第４「経理の状況」１　四半期財務諸表（継続企業の前提に関する事項）に記載のとおり、当社は、過去４期

連続して経常損失および当期純損失であり、当第３四半期累計期間においてE・COOL事業業績が計画と大幅に乖離

し、引き続き経常損失および四半期純損失となりました。また、平成23年９月末まで元本返済猶予が行われていた借

入については、シンジケート・ローンを平成24年３月末期限の短期借入にリファイナンスし、その他の借入につい

ても平成24年３月末まで元本返済猶予の変更契約を締結いたしました。当該状況により、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しています。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　なお、前年同四半期は、四半期連結財務諸表を作成し、四半期財務諸表を作成していないため、前年同期比較は行っ

ておりません。　　

（１）財政状態の分析

（流動資産）

　当第３四半期会計期間末の流動資産は715,057千円（前期末比12.0％減）となりました。

　主要な項目として、現金及び預金95,858千円（同49.9％減）、受取手形及び売掛金394,186千円（同14.3％増）、原

材料及び貯蔵品や商品及び製品等のたな卸資産が156,924千円（同18.5％減）であります。

（固定資産）

　当第３四半期会計期間末の固定資産は1,396,111千円（同3.4％減）となりました。

　主要な項目として、建物385,103千円（同3.0％減）、機械及び装置269,437千円（同11.9％減）、土地673,412千円

（同増減なし）であります。

　この結果、資産合計は2,111,169千円（同6.5％減）となりました。

（流動負債）

　当第３四半期会計期間末の流動負債は1,508,218千円（同3.0％減）となりました。

　主要な項目として、買掛金132,375千円（同10.1％減）、短期借入金1,050,000千円（同12.9％増）、１年内返済予

定の長期借入金95,661千円（同59.2％減）であります。

（固定負債）

　当第３四半期会計期間末の固定負債は518,658千円（同3.9％減）となりました。

　主要な項目として、長期借入金が509,860千円（同3.9％増）であります。

　この結果、負債合計は、2,026,876千円（同3.2％減）となりました。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末の純資産は84,292千円（同48.3％減）となりました。

　これは、当第３四半期累計期間において四半期純損失78,818千円を計上した結果であります。
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（２）経営成績の分析

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響などで低迷した個人消費に改善の兆しが見え

つつありましたが、欧州債務問題の波及懸念、歴史的な円高や株価の低迷、タイ王国の水害による生産活動への影響

など、景気の先行きに不透明感が強まりました。

　当社の事業環境においては、デジタルコンテンツ業界における市場縮小傾向が継続し、照明業界においては、節電

の機運が高まったことによりＣＣＦＬ管やＬＥＤなどを使用した省エネ照明へ注目が集まりましたが、政府や自治

体による省エネ・エコ関連助成金の終了や景気の先行き不透明感から設備投資抑制の影響を受けました。

  このような状況のもと、当社はデジタルコンテンツ事業においては、販売単価見直しの交渉を実施し、E・COOL事

業においては、新規代理店の開拓や製品の市場認知向上に努めました。

　その結果、当第３四半期累計期間の売上高は1,698,569千円、営業損失は55,534千円、経常損失は91,090千円となり

ました。 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①デジタルコンテンツ事業

　ＣＤ市場における音楽ＣＤの2011年４月～12月の生産金額は159,261百万円（前年同四半期比5.5％減）となりま

した。（社団法人日本レコード協会統計資料「オーディオレコード生産実績」から抜粋） 

  また、国内ＤＶＤ市場（セル・レンタル用）の2011年４月～12月の売上金額は、158,479百万円（同5.5％減）と

なりました（社団法人日本映像ソフト協会資料「ビデオソフト月間売上速報」から抜粋）。

　このような状況にあって、デジタルコンテンツ事業の売上高は1,305,665千円となりました。 

　デジタルコンテンツ事業のうち、ＣＤ部門の販売金額は686,860千円となりました。これは、音楽ＣＤを始め語学・

生涯教育向け等の教材関連ＣＤ（ＣＤ－ＤＡ）の売上高554,353千円、コンピュータ用ソフトウェアとして使用さ

れる複合型ＣＤ（ＣＤ－ＲＯＭ）の売上高132,506千円であります。

　また、ＤＶＤ部門においては、主要顧客に対して受注促進キャンペーンを展開するとともに、新規案件の掘り起こ

しを行いシェアアップに努めました。その結果、販売金額は567,918千円となりました。

　利益面においては、販売単価の見直し交渉を実施し、製造部門におけるコスト低減策の実施など諸政策を講じては

きましたが、市場の小ロット多品種化や特殊仕様などにより、収益性の低い受注もあったことなどから、営業損失

28,066千円となりました。

②E・COOL事業

  当第３四半期累計期間においては、新規代理店の開拓や展示会への出展、TV出演、新聞・経済誌への掲載など認知

度向上に努めました。しかし、夏場の節電意識の高揚が一段落したことや、政府、自治体による省エネ対策に関する補

助・助成金の終了、設備投資の抑制傾向などにより、総じて低調となりました。

　この結果、E・COOL事業の売上高は376,389千円となり営業利益は15,379千円となりました。

　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、2,142千円であります。

　

（５）重要事象等について

　当社は、過去４期連続して経常損失および当期純損失であり、当第３四半期累計期間においてE・COOL事業業績が計

画と大幅に乖離し、引き続き経常損失および四半期純損失となりました。また、平成23年９月末まで元本返済猶予が

行われていた借入については、シンジケート・ローンを平成24年３月末期限の短期借入にリファイナンスし、その他

の借入についても平成24年３月末まで元本返済猶予の変更契約を締結いたしました。当該状況により、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しています。

　当社は、当該状況を解消すべく、デジタルコンテンツ事業においては販売単価見直しの交渉を実施し、E・COOL事業

においては、販売強化策として新規代理店の開拓、展示会への出展等を通じた認知度向上を図るとともに、大型商業

施設や大規模工場などを主要ターゲットとする110W型の発売を開始しました。

　しかしながら、このような対応策を進めていますが、デジタルコンテンツ事業は継続的な市場縮小傾向にあります。

また、E・COOL事業はLED照明との競合が激しさを増しており、景気の先行き不透明感から設備投資が冷え込む傾向も

見られます。さらに、借入金の平成24年３月末以後の返済スケジュール等については各取引金融機関と交渉中であ

り、現時点では最終的な契約には至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

　

 ②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成24年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,256,000 20,256,000
名古屋証券取引所

セントレックス市場

単元株式数

1,000株　

計 20,256,000 20,256,000 － －

　　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総

数増減数(株)

発行済株式総

数残高 (株)

資本金増減額

（千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金増

減額 (千円)

資本準備金残高

(千円)

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 20,256,000 － 984,508 － 584,048

　

　

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 ①【発行済株式】

　 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式　　 　1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　20,251,000 　　20,251 －

単元未満株式 普通株式　　 　4,000 － －

発行済株式総数 20,256,000 － －

総株主の議決権 － 20,251 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式が745株含まれております。
 
②【自己株式等】

　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％）

株式会社オプトロム
宮城県仙台市青葉区

上愛子字松原27番地
1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,000 － 1,000 0.00

（注）上記のほか、当社所有の単元未満自己株式745株があります。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

　また前第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は四半期財務諸表を作成していな

いため、四半期損益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

  なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しております

が、訂正後の四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

　

　 （単位：千円）

　 　 　 　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成23年12月31日）

資産の部 　 　

　 流動資産 　 　

　 　 現金及び預金 191,156 95,858

　 　 受取手形及び売掛金 ※1　　344,931 ※1　　394,186

　 　 商品及び製品 73,856 46,447

　 　 仕掛品 38,125 40,968

　 　 原材料及び貯蔵品 80,638 69,508

　 　 前渡金 69,582 57,111

　 　 前払費用 18,188 17,363

　 　 その他 8,124 5,153

　 　 貸倒引当金 △12,048 △11,541

　 　 流動資産合計 812,555 715,057

　 固定資産 　 　

　 　 有形固定資産 　 　

　 　 　 建物（純額） 　　397,022 　　385,103

　 　 　 機械及び装置（純額） 　　305,930 　　269,437

　 　 　 土地 　　673,412 　　673,412

　 　 　 その他（純額） 　　23,319 　　22,951

　 　 　 有形固定資産合計 1,399,684 1,350,903

　 　 無形固定資産 2,871　 2,600　

　 　 投資その他の資産 　 　

　 　 　 長期貸付金 － 168,499

　 　 　 関係会長期貸付金 166,265 －

　 　 　 破産更生債権等 59,756 59,043

　 　 　 長期前払費用 5,200 4,743

　 　 　 前払年金費用 19,677 21,827

　 　 　 その他 14,892 14,350

　 　 　 貸倒引当金 △223,661 △225,858

　 　 　 投資その他の資産合計 42,131 42,606

　 　 固定資産合計 1,444,687 1,396,111

　 資産合計 2,257,242 2,111,169
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（単位：千円）

　 　 　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成23年12月31日）

負債の部 　 　

　 流動負債 　 　

　 　 買掛金 147,271 132,375

　 　 短期借入金 930,000 1,050,000

　 　 １年以内返済予定の長期借入金 ※2　234,570 95,661

　 　 未払金 165,740 146,600

　 　 未払法人税等 4,589 5,071

　 　 災害損失引当金　 33,818 29,581

　 　 その他　 38,218 48,928

　 　 流動負債合計　 1,554,208 1,508,218

　 固定負債 　 　

　 　 長期借入金 490,951 509,860

　 　 子会社支援引当金 9,128 －

　 　 繰延税金負債 7,995 7,768

　 　 その他 31,848 1,029

　 　 固定負債合計 539,922 518,658

　 負債合計 2,094,131 2,026,876

純資産の部 　 　

　 株主資本 　 　

　 　 資本金 984,508 984,508

　 　 資本剰余金 584,048 584,048

　 　 利益剰余金 △1,407,355 △1,486,174

　 　 自己株式 △44 △44

　 　 株主資本合計 161,156 82,337

　 新株予約権 1,955 1,955

　 純資産合計 163,111 84,292

負債純資産合計 2,257,242 2,111,169
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

　

（単位：千円）

　 　
 当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

売上高 1,698,569

売上原価 　　1,473,325

売上総利益 225,244

販売費及び一般管理費 　　280,778

営業損失（△） △55,534

営業外収益 　

　 受取利息 15

　 共同製作事業収益金 4,192

　 助成金収入 5,194

　 その他 5,077

　 営業外収益合計 14,480

営業外費用 　

　 支払利息 42,780

　 その他 7,256

　 営業外費用合計 50,036

経常損失（△） △91,090

特別利益 　

　 受取保険金 7,584

　 子会社支援引当金戻入額 9,128

　 特別利益合計 16,712

特別損失 　

　 貸倒引当金繰入額 2,234

　 特別損失合計 2,234

税引前四半期純損失（△） △76,612

法人税、住民税及び事業税 2,433

法人税等調整額 △226

法人税等合計 2,206

四半期純損失（△） △78,818
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

　当社は、過去４期連続して経常損失および当期純損失であり、当第３四半期累計期間においてE・COOL事業業績が

計画と大幅に乖離し、引き続き経常損失および四半期純損失となりました。また、平成23年９月末まで元本返済猶

予が行われていた借入については、シンジケート・ローンを平成24年３月末期限の短期借入にリファイナンスし、

その他の借入についても平成24年３月末まで元本返済猶予の変更契約を締結いたしました。当該状況により、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しています。

　当社は、当該状況を解消すべく、デジタルコンテンツ事業においては販売単価見直しの交渉を実施し、E・COOL事

業においては、販売強化策として新規代理店の開拓、展示会への出展等を通じた認知度向上を図るとともに、大型

商業施設や大規模工場などを主要ターゲットとする110W型の発売を開始しました。

　しかしながら、このような対応策を進めていますが、デジタルコンテンツ事業は継続的な市場縮小傾向にありま

す。また、E・COOL事業はLED照明との競合が激しさを増しており、景気の先行き不透明感から設備投資が冷え込む

傾向も見られます。さらに、借入金の平成24年３月末以後の返済スケジュール等については各取引金融機関と交渉

中であり、現時点では最終的な契約には至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れます。

　なお、四半期財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

四半期財務諸表に反映していません。

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期会計期間
（平成23年12月31日）

※１　受取手形割引高　　　　　　　　102,268千円 ※１　受取手形割引高　　 　　　　　　73,122千円

※２　財務制限条項

　当社が締結しているシンジケート・ローン借入金

契約に付されている財務制限条項は、以下のとおり

であります。 

(1)シンジケート・ローン契約（締結日　平成16年９

月27日、契約変更日　平成22年５月26日、平成23年

３月31日残高 120,000千円）

①　平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度

末日における単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を損失としないこと。なお、

平成22年３月期末日については経常損益に関す

る判定は行わないこととする。

②　平成22年３月末日及びそれ以降の各事業年度末

日における単体の貸借対照表に記載される純資

産の部の合計金額を、直近の事業年度末日におけ

る単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額以上に維持すること。なお、平成22年３

月期末日については、判定を行わないこととす

る。

　　　　　　　　　――――
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  
当第３四半期累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

減価償却費 62,734千円

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額　

(注)２

四半期

損益計算書　

計上額

(注)３　

デジタル

コンテンツ
Ｅ・ＣＯＯＬ 計

売上高        

外部顧客への売上高 1,305,665376,3891,682,05416,5151,698,569 － 1,698,569
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 1,305,665376,3891,682,05416,5151,698,569 － 1,698,569

セグメント利益又は

損失(△)
△28,06615,379△12,6871,767△10,919△44,615△55,534

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バッテリー事業等が含

まれております。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△44,615千円は、主に報告セグメントに配分していない一般

経費等の全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 3円89銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（千円） 78,818

普通株主に帰属しない金額（千円）     －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 78,818

普通株式の期中平均株式数（株） 20,254,255

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末か

ら重要な変動があったものの概要

――

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。　

　　

（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自平成23年10月１日　至平成23年12月31日） 

該当事項はありません。

　　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年６月21日

株式会社オプトロム

取締役会　御中

　有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　　厚

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　雅之

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オプトロ

ムの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第26期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る訂正後の四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オプトロムの平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。
　
強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は４期連続して経常損失、当期純損失を計上し、当第３四半

期累計期間において引き続き経常損失及び四半期純損失となり、さらに各取引金融機関から借入金の返済猶予を受けてい

ることから継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に

記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財

務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期財務諸表を訂正している。なお、当監査

法人は、訂正前の四半期財務諸表に対して平成24年２月14日に四半期レビュー報告書を提出した。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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